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日本原子力学会2016年秋の年会＠久留米シティプラザ
総合講演・報告4
「断層の活動性と工学的なリスク評価」調査専門委員会活動報告

断層変位に対する工学的なリスク評価

（1）断層変位に対する原子力安全の考え方

2016年9月8日13:00～14:302016年9月8日13:00 14:30

Atomic Energy Society of Japan

調査専門委員会 主査 奈良林 直（北大）



調査専門委員会 ①活動目的
■活断層の活動等に伴って生じる断層変位も外部ハザードの一つと捉え、施設に

与える影響に関する工学的な評価手法について、既往の研究成果も活用しな
がら、関連する多分野の専門家の協働により体系的にとりまとめる（不確実さも
考慮したトータルのリスク評価、リスク低減のためのアクシデントマネジメントの
方策等）。これにより、原子力施設の安全性向上に資していく。

■成果は報告書にまとめて国内外に発信するとともに、標準化の活動等に供して
いく。

1



調査専門委員会 ②活動状況
■設置期間 2014年10月～2017年3月の２年半（半年間延長）

■活動実績（2016年8月末時点）

調査専門委員会 11回、傘下の原子力分科会 7回
そのほか、特別講演会、原子力学会年会・大会での企画セッション等

■検討状況は、原子力学会ホームページで適宜公開
http://www.aesj.net/sp_committee/com_dansou

■報告書としてのとりまとめ完了後、シンポジウムを開催して報告予定。
本秋の大会で、成果の主要部分について報告。

2



＜総論＞  報告（1）奈良林〔全体概要、基本的考え方〕
■問題認識、検討の背景

・リスクに向き合い、必要なら対策を取り、リスクを下げることの重要性
・様々なシナリオを考慮することの必要性、想定を超えた領域への対処
・工学の責任、理学と工学の知の統合と協調
・社会への説明責任 等

■断層変位に対する原子力安全の考え方を提示
・深層防護の概念の適用と リスク評価の活用の必要性

調査専門委員会 ③検討成果（報告書の骨格）

・深層防護の概念の適用と、リスク評価の活用の必要性
（アクシデントマネジメントも考慮した評価）

■断層変位に対する全体評価手順の構築

＜各論＞
■断層変位という自然現象の理解
■断層変位のハザード評価手法（確定論、確率論）  報告（2）谷委員

■断層変位の施設への影響評価手法（確定論、確率論）
・建物・構築物、土木構造物、機器・配管系、事故シナリオとリスク評価
・裕度評価手法の適用例  報告（3）岡本委員

3



断層変位に対する全体評価手順

報告(2)谷委員

断層変位の
ハザード評価

報告(3)岡本委員

断層変位の施設へ
の影響評価
（裕度評価手法の
適用例）

4



副断層

新基準での取り扱い

5

断層の活動性の有無のみの判断で止まるのではなく、断層変
位に対するリスクを評価・低減していくことが重要

5

アスペリティ



評価対象となり得る断層変位

30cm
50cm

主断層の変位

6

地形・地質分野の知見を最大限活かす姿勢が重要。
一方、専門家でも判断が分かれる場合があり、また、数十cm以下の
変位は痕跡が残り難い場合がある。

副断層などの変位
（概ね30cm以下）



深層防護（Defense in Depth）

第１層

余裕ある
設計

多重化

第２層

異常過渡
事象抑止

第３層

工学的
安全系
（ECCS)

第４層

過酷事故
緩和措置

第５層

避難
復興

第３層の断層変位に対する耐性向上、第４層の資機材の活用

7

地震・津波対策
自然災害対策
・竜巻・火山・

森林火災
・火災・内部溢水

バスの確保
自衛隊と連携
防災訓練
除染・復興
ニュータウン

主復水器
で冷却

ECCS
非常用電源
格納容器冷却

主復水器
で冷却

炉心損傷防止対策

格納容器損傷防止対
策・放射性物質
の拡散抑制対策
航空機テロ対策
電源車・消防ポンプ
冷却源・貯水池
フィルターベント
放水砲・特重施設

福島第一では福島第一では
津波で全滅津波で全滅

復水ポンプ

ヒートシンク

7



テ
ロ
・過
酷
事
故
対
策

新規制基準による規制強化

断層変位も自然災害の１つとして考え、
必要に応じて対策をとる。（事業者の自
主的取り組み）

シビアアクシデント（過酷事故）を防止するため基準（第３層）を強化すると共に、
シビアアクシデント）の緩和対策や航空機テロへの対処の基準（第４層）を新設

第
４
層

策

安
全
上
重
要
な
施
設
へ
の
対
策
強
化

8

第
３
層

断層変位
の対策？ 8



新規制基準への対応策の概要

9



補機冷却系の重要性（共倒れ）

海水冷却系 タービン建屋・原子炉建屋

10

海水
取水口

海水冷却
ポンプ

10



断層変位大による影響予想
断層変位が原子炉建屋や安全上重要な施設に与える影響
（１）原子炉建屋の真下の断層が変位した場合

・格納容器の塑性変形や閉じ込め機能の喪失△
・高圧１次系配管破断 LOCA（冷却材喪失事故）△
・ヒートシンク系配管の損傷 格納容器や炉心の除熱不能△

（２）原子炉建屋とタービン建屋間の相対変位が生じた場合
・主蒸気管の損傷（BWRはMSIV閉、PWRはSG２次系冷却材喪失）

隔離または細管の隔壁により 影響は限定的○

11

 隔離または細管の隔壁により、影響は限定的○
（３）タービン建屋の下の断層が変位した場合

・給復水系の損傷による給水喪失 ECCSが作動するので○
・復水器や空気抽出器、海水冷却系循環の機能喪失△

 タービン止弁閉、原子炉側はホットスタンバイ、RHRで冷却
（４）タービン建屋～海水循環系配管・海水熱交換器建屋の間

・補機冷却系の機能喪失△
（５）受電設備、スイッチヤードの断層変位

・外部電源喪失 非常用DGの自動起動で ○
11



移動式熱交換器車による冷却源回復

12
12



アクシデントマネジメントによるリスク低減
断層変位が原子炉建屋や安全上重要な施設に与える影響
（１）原子炉建屋の真下の断層が変位した場合

・格納容器の塑性変形や閉じ込め機能の喪失⇒燃料を冷やす○
・高圧１次系配管破断 LOCA（冷却材喪失事故） ⇒燃料を冷やす○
・ヒートシンク系配管の損傷 格納容器や炉心の除熱不能

⇒移動冷却車○
（２）原子炉建屋とタービン建屋間の相対変位が生じた場合

・主蒸気管の損傷（BWRはMSIV閉 PWRはSG２次系冷却材喪失）

13

・主蒸気管の損傷（BWRはMSIV閉、PWRはSG２次系冷却材喪失）
 隔離または細管の隔壁があるので、影響は限定的○

（３）タービン建屋の下の断層が変位した場合
・給復水系の損傷による給水喪失 ECCS作動するので○
・復水器や空気抽出器、海水冷却系循環の機能喪失⇒移動冷却車○

 タービン止弁閉、原子炉側はホットスタンバイ、RHRで冷却
（４）タービン建屋～海水循環系配管・海水熱交換器建屋の間

・補機冷却系の機能喪失⇒移動冷却車○
（５）受電設備、スイッチヤードの断層変位

・外部電源喪失 非常用DGの自動起動で ○ 13



リスク低減効果の評価例(1)

ケース名 内容（考慮する対策）

ベースケース 下記対策実施前

ケース１ 基本対策

ケース２ 基本対策+恒設DG

リ
ス

ク

0 6

0.8 

1.0 

14

ケース３ 基本対策+恒設DG+フィルタベント

0.07
0.06

0.06
0.04

0.02
0.02

相
対

リ

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

ベースケース ケース 1 ケース 2 ケース3

条件付炉心損傷確率（相対値）

条件付格納容器破損確率（相対値）



高圧炉心冷却 崩壊熱除去

ＲＣＩＣ ＲＨＲ

0.001
0.01 =PL×10-5

0.01
0.01 =PL×10-4

PL

0.001
0.01 =PL×10-8

0.01
0.01 =PL×10-7

0 001

ＰＣＶ
ベント

5 OK

6 CD

7 OK

8 CD

1 OK

2 OK

3 CD

4 OK

5 CD

6 OK

取水機能
部分喪失

取水機能
全喪失

（ＬＵＨＳ）
原子炉減圧

可搬型
ポンプ

代替補機
冷却

リスク低減効果の評価例(2)

断層変位により
機能喪失する範囲

断層変位によっても
機能維持できる範囲

岡本委員
報告(3) 参照

0.001
0.01 =PL×10-5

0.001 =PL×10-6

≒PL×0.00012

11

8 CD

9 CD

10 CD

シビアアクシデント（SA）対策の効果（概略評価例）
■海水取水機能の全喪失（LUHS）を引き起こす断層変位が発生した場合

（発生頻度：PL）、ＳＡ対策がなければ、炉心損傷頻度はPLとなる。
■一方、断層変位の同時影響を避けるよう配慮したＳＡ対策（可搬型ポンプ、

代替補機冷却、ＰＣＶベント）を整備した場合のLUHS時の炉心損傷頻度
は、SA対策を実施しない場合と比べて、リスクは約１万分の1に低減する。

【断層変位以外の原因による非信頼度】
RCIC=0.001、原子炉減圧=0.001、可搬型ポンプ=0.01、代替補機冷却=0.01、PCVベント=0.01 15



まとめ：断層変位 対  原⼦⼒安全 考 ⽅(1)

アクシデント
設計・評価の想定

アクシデント
マネジメント

設計・評価の想定従
来

今

重要施設直下の断層変位の想定なし

深層防護の徹底/リスク評価の活用

発生頻度小
影響度大

マネジメント
設計・評価の想定

福島第一事故後の想定の拡張・強化

リスク評価方法を用いた施設に対する影響評価

後

検討用の断層変位

重要施設直下の断層変位の想定

想定を超える断層変位

16



新基準での取扱い
「耐震重要施設は、変位が生ずるおそれがない地盤に設けなければならない」
「その断層等の活動によって安全機能に重大な影響を与えるおそれがあるため…将来活
動する可能性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置すること」

断層の活動性の有無のみの判断
“リスク・ゼロ”の要求だけで、技術的な知見と対策を否定

まとめ：断層変位 対  原⼦⼒安全 考 ⽅(2)

・福島事故の教訓の反映 → “リスクを評価し、必要に応じて対策を取り、
リスクを下げることが重要であった”

・不確実さへの対処 → “深層防護の適用” “SA対策によるリスク低減”

これまでに得られている科学的・技術的な知見を活用し（理学、工学）、断
層変位に対するプラントシステムのリスクを評価した上で、リスク評価結果
（リスク情報）に基づく意思決定を促す原子力安全のアプローチが重要。

17



日本原子力学会2016秋の大会＠久留米シティプラザ
総合講演・報告4
「断層の活動性と工学的なリスク評価」調査専門委員会活動報告

断層変位に対する工学的なリスク評価

(2) 断層変位のハザード評価

2016年9月8日 13:00～

Atomic Energy Society of Japan

1

調査専門委員会委員 谷 和夫（東京海洋大学）



① 震源断層の活動に伴って生じる地表地震断層（主断層、分岐断層、副断層）

② 震源断層の活動以外を成因とし，その成因が将来も起こりうるもの

検討対象とする断層変位

本発表の対象

2



断層変位ハザード評価のフロー

(1)

(2) (3)

地形・地質・地盤調査

断層活動性の調査・評価

断層変位量の検討

3

( ) ( )

(4)
DB：データベース

• 地質調査（ i）

• 数値解析（ a）

• 地表地震断層DB （ d）

検討用の断層変位量（ s）の設定

確率論的断層変位ハザード解析

（ハザード曲線の設定）

参照

構築物の基礎と地盤との境界に設定



(1)

・文献調査
（重力異常、微小地震等を含む）

・変動地形学的調査

・地表地質調査等

断層存在の可能性がある
調査対象地点・地域を網羅的に抽出

活動性を
否定する根拠

後期更新世以降の
活動はない

有

4

・ボーリング調査
・トレンチ調査
・地球物理学的調査
（反射法地震探査、重力探査等）

・海域調査
（音波探査等）

• 地質構造の検討
• 地質構造発達史の検討
• 活動履歴の検討

位置、規模、活動性等の評価

否定する根拠 活動はない

無

有



(1)-2 断層の活動性調査・評価

後期更新世以降の活動性の調査は、変動地形学的調査、露頭観察、トレンチ

調査、ボーリング調査の組み合わせ

活動性の評価では、地形・地質と断層の形成順序から活動年代を決める手法

（上載地層法）の適用を基本

5

後期更新世以降の地層が欠如するなどにより適用が困難な場合には、12万

～13万年以前の岩脈・鉱脈等との接触関係（切断脈法）、接触変成との関係、

断層破砕物質の性状等の観点から総合的に判断

断層の活動年代および1回あたりの変位量を推定



(1)-3 断層の活動性調査・評価

上載地層法による評価

火山灰
火山灰

上載地層に変位がある／ない

上載地層の堆積以降に活動があった／なかった

上載地層の年代は，火山灰や微化石の分析などにより推定

断層断層

6



(1)-4 断層の活動性調査・評価

最新面

凡例

0 2

最新面

平成28年5月20日
第361回原子力発電所の
新規制基準適合性に係る審査会合

鉱物脈が切断されていない

切断脈法による評価

7

薄片スケッチ

最新面（熱水作用後）

単ニコル 直交ニコル

0.2
mm

新規制基準適合性に係る審査会合
資料1-2より抜粋・編集

走査型電子顕微鏡（SEM）による粘土鉱物の観察

野島断層（×1万倍）
（1995年兵庫県南部地震）

粘土鉱物が破砕されていない 粘土鉱物が破砕されている

評価対象破砕帯（×1万倍）

平成26年1月10日
第66回原子力発電所の
新規制基準適合性に係る審査会合
資料2より抜粋

断層破砕物質性状による評価



(2)-1 地質調査結果によるδi

トレンチ調査の例

敷地におけるボーリング調査、

トレンチ調査、試掘坑調査などの

調査結果

8

不確かさを適切に考慮して

１回あたりの変位量δiを設定

産総研HPより引用
https://unit.aist.go.jp/ievg/group/actfault/index.html#mem



(2)-2 数値解析によるδa

食い違いの弾性論

詳細ＦＥＭ解析

9

パラメータスタディ

δaの検討

不確実さの考慮



 
重要構造物重要構造物

①主断層と重要構造物が近いとき②主断層と重要構造物が離れているとき

地表面

食い違い弾性論による変形計算

(2)-3 数値解析によるδa

10

ずれを考える断層
（主断層）

その他の断層
（副断層）

その他の断層
（副断層）

詳細FEMの解析範囲

※構造物、その他の断層は食い違い
　の弾性論の計算では考慮されない 震源断層



(2)-4 数値解析によるδa

隆起

食い違い弾性論による変形計算の例

地殻：半無限・連続・一様・線形弾性

主断層・分岐断層：不連続面にずれ

11

旧原子力安全委員会
地震・地震動評価委員会及び施設健全性評価委員会
第７０回ワーキング・グループ２
資料WG2第70-3-2号より抜粋・編集

境界変位 or 換算応力

詳細ＦＥＭ解析の境界条件

沈降



 
構造物はモデルには含めない

①主断層と重要構造物が近いとき

主断層を詳細FEMの
解析領域に含める

a

(2)-5 数値解析によるδa

食い違いの弾性論により算定した

詳細FEMによる断層変位計算

① 主断層と重要構造物が
近いとき

構造物はモデルには含めない

②主断層と重要構造物が離れているとき

a

（注）構造物はモデルには含めない

12

食い違いの弾性論により算定した

境界変位 or 換算応力

② 主断層と重要構造物が
離れているとき



(2)-6 数値解析によるδa

詳細FEMによる断層変位計算の例（要素分割図）
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旧原子力安全委員会
地震・地震動評価委員会
及び施設健全性評価委員会
第７０回ワーキング・グループ２
資料WG2第70-3-2号より抜粋・編集

0 50 100m

主断層
0           50         100m



(2)
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屈曲部

被覆層

岩盤

・主断層および副断層の
変位量に関する既存のDB

（例：JANSIのDB）
・独自に構築または追加したDB

14

原子力安全推進協会(2013)より引用・編集
原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討報告書
http://www.genanshin.jp/archive/sitefault/
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DB：データベース

不確かさを適切に考慮してδdを設定

評価対象断層と
DBにおける断層を比較し、
活動履歴・規模、地形条件、
地質条件等を検討



(3)-1 確率論的断層変位ハザード解析
Probabilistic Fault Displacement Hazard Analysis (PFDHA)

ν(d)d＝ ν0 ×P1p × P2d× P3d
ν0 ：活断層が活動する１年あたりの頻度
P1p：活断層が活動したときに，主断層の断層変位が地表で発生する確率
P2d：主断層による断層変位が地表で発生した場合に，活断層から離れた場所で副断層の断層

変位が地表で発生する確率
副断層の断層変位が評価地点で発生した場合にその断層変位がある値を超過する確率

副断層による断層変位の年超過頻度を計算する場合のPFDHA

15

P3d：副断層の断層変位が評価地点で発生した場合にその断層変位がある値を超過する確率

P3d

副断層の変位量の確率密度分布

d

ν0

P2dP1p



(3)-2 確率論的断層変位ハザード解析
Probabilistic Fault Displacement Hazard Analysis (PFDHA)

Mw：6.8
R ：5,000年、7,000年、9,000年

Mw：6.8, 7.0, 7.2
R ：2,000年、4,000年、6,000年

【例題】 断層Ａ，ＢまたはＣが活動した場合に，
評価地点で副断層の変位量がある値を超過する頻度？

断層Ａ
(主断層）

16

高尾ほか(2014)より引用
高尾誠、上田圭一、安中正、栗田哲史、中瀬仁、京谷孝史、加藤準治：
確率論的断層変位ハザード解析の信頼性向上、
日本地震工学会論文集、第14巻、第2号、2014年、pp.16-36.

活断層かどうかで意見が分かれている
Mw：6.8
R ：50,000年、70,000年、90,000年

Mw：地震規模
R ：活断層の平均活動間隔

1km

10km5km

断層Ｃ
(主断層）

断層Ｂ
(主断層）

評価する断層
(副断層）



(3)-3 確率論的断層変位ハザード解析

ロジックツリー

Probabilistic Fault Displacement Hazard Analysis (PFDHA)

断層A 活断層 Mw=7.0 R=4,000

Mw=6.8

Mw=7.2 R=6,000

R=2,000

R=5 000

0.2
0.50.5

0.3

0.6
0.2

0.2

0 7

地震の規模 平均活動間隔(年)

評価地点から10km

17
高尾ほか(2014)より引用

断層B 活断層 Mw=6.8 R=7,000

R=9,000

R=5,000

断層C
活断層 Mw=6.8 R=70,000

R=90,000

R=50,000
活断層ではない

0.1

0.7
0.2

0.1

1/3
1/3

1/3

0.9

分岐の重み：総和は1.0。通常、専門家へのアンケートに基づき設定。

評価地点から5km

評価地点から1km



(3)-4 確率論的断層変位ハザード解析

フラクタイルハザード曲線の例 高尾ほか(2014)より引用

Probabilistic Fault Displacement Hazard Analysis (PFDHA)

1.0E-08

1.0E-07

頻
度

0.95
0.84
0.5
0.16
0.05
平均

フ
ラ
ク
タ
イ
ル
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1.0E-11

1.0E-10

1.0E-09

1.0E-02 1.0E-01 1.0E+00 1.0E+01

年
超

過
頻

副断層の変位量（m）

平均

フラクタイルの数値は、重みを確率とみなした
場合の、全ハザード曲線に対する非超過確率
のレベルを示す。
例えば、0.84フラクタイル曲線は、アンケートに
参加した専門家の84%がこれより小さいと認め
る年超過頻度を表す曲線である。



項目
地質調査結果

に基づくδi
数値解析結果

に基づくδa
地表地震断層ＤＢ

に基づくδd

不確実さを
考慮した

１回あたりの
変位量

＋
パラメータスタディ

ＤＢから求めた
平均値

＋

(4) 検討用の断層変位量δsの設定

考慮した
設定値

＋
ばらつき

（例えば、標準偏差）

の結果 ＤＢから求めた
ばらつき

（例えば、標準偏差）

δs
• δi、δaおよびδdを総合的に勘案

• PFDHAの結果を参照

• 構築物の基礎と地盤との境界に設定

19
DB：データベース



まとめ

断層変位のハザード評価に関して、これまでに関連分野

で得られている知見を最大限活用し、不確実さも考慮した

適用可能な方法として取りまとめた。

20

今後とも知見の蓄積を継続し、関連する学術分野間での

連携・協調を深化させながら、より一層信頼性の高いもの

にしていく努力が必要である。



日本原子力学会2016年秋の年会＠久留米シティプラザ
総合講演・報告4
「断層の活動性と工学的なリスク評価」調査専門委員会活動報告

断層変位に対する工学的なリスク評価

(3)断層変位の施設への影響評価

2016年9月8日

調査専門委員会 委員 岡本孝司（東大）



報告内容

１．はじめに

２．裕度評価手法の特長

３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～
(1)評価の考え方、手順
(2)建物・構築物に対する影響評価
(3)機器・配管系に対する影響評価
(4)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価

４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～
(1)土木構造物に対する影響評価
(2)機器・配管系に対する影響評価
(3)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価

５．まとめ

1



・理学と工学の知見を動員して、断層変位に対するリスクを評価する
ことが原子力安全のアプローチとして首尾一貫した対応となる。

・自然現象に対するリスクを評価する方法としては、確率論的リスク
評価（PRA）だけでなく、様々な方法が考えられる。

・日本原子力学会標準「外部ハザードに対するリスク評価方法の選
定に関する実施基準：2014」も踏まえ 断層変位に対する評価手

１．はじめに

定に関する実施基準：2014」も踏まえ、断層変位に対する評価手
法として、裕度評価手法は十分に活用できると判断し、適用概念
を検討。

・2016年春の年会では、原子炉建屋（PWR）直下の断層変位に
関する適用事例を報告した【予稿に記載】。

・本報告では、原子炉建屋（BWR）および非常用海水取水路直下
の断層変位に関する適用事例を報告する。

2



・裕度評価は、各設備に対して機能維持の観点から実力としての評価
を行い、プラントシステム全体としての状態を把握していく手法。した
がって、一部設備が機能を維持できていない状態も含めて、プラントシ
ステム全体の状態を事故シーケンスとして評価できる。

・評価のための技術情報が不足する場合は、評価が安全側となるよう
な工学的な条件を付すことにより評価できる。

・安全上重要な設備の分散配置の効果を把握することや、必要に応じ

２．裕度評価手法の特長

安全上重要な設備の分散配置の効果を把握することや、必要に応じ
て可搬型設備などの活用によるアクシデントマネジメントの有効性も含
めて評価することができる。

・評価により、例えば炉心損傷までの余裕などのリスク情報を得ることが
できる。

・評価に用いる変位量を漸増させることによりプラントの弱点を把握する
ことができる。

・想定を超える断層変位に対する評価にも適している。
3



断層変位の位置、
変位量等の評価

建物・構築物の
影響評価

機器・配管系の
影響評価

●ハザード評価 ●施設影響評価（事故シーケンスを活用した裕度評価）

３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(1)評価の考え方、手順

・既設炉に対して、建屋直下の断層変位（副断層など）を仮定し、施
設の安全機能維持の確認を行う。

・影響評価では、ハザードとして与えられる断層位置とその変位量に
基づく建物・構築物の影響評価を行い、その評価結果を機器・配管
系の影響評価へと受け渡す。

断層位置
建物・構築物の

損傷状態
機器・配管系で

考慮する変位影響
機器・配管系で

防止する損傷形態
リスク評価

原子炉建屋直下
の場合

基礎・壁・床の
局部損傷

有意な損傷無し

建屋支持機能の低下

建屋の傾斜

建屋の変形

建屋間の相対変位

機器定着部の構造損傷

動的機器の機能損傷

渡り配管等の構造損傷

大型機器の構造損傷

建屋の傾斜

建屋間の相対変位

動的機器の機能損傷

渡り配管等の構造損傷

プラントシステム
全体としての
裕度に基づく
リスク評価

（△，×）

（○）

変位量等の評価 影響評価 影響評価

4



建物・構築物の影響評価

入力条件 応答評価 耐力評価

・断層位置
・断層形状
・断層変位量

３次元非線形
FEM解析

許容限界

機器・配管系の

・建屋の損傷状態
・変形、傾斜
・建屋間相対変位

３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(2)建物・構築物に対する影響評価 ①評価手順

建屋

地盤

5

機器 配管系の
影響評価

変形、傾斜

応力

断層位置

解析モデル
（全体モデル又は部分モデル）

断層変位



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(2)建物・構築物に対する影響評価 ②解析例

解析結果 （応力・ひずみ）：出力例 縦ずれ 30cm

断層位置

6

・変形、傾斜
・発生応力
・発生ひずみ

建屋側の損傷評価 機器側評価へ

面外せん断応力度



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(2)建物・構築物に対する影響評価 ③評価例

原子炉建屋（ＢＷＲ５）にかかる断層変位（縦ずれ）を想定

原子炉建屋には原子力発電所の安全性を確保するために重要な設備が設置されており、断
層変位により影響を及ぼす事故シナリオが想定される。

断層変位※

（縦ずれ）
評価エリア

原子炉建屋

A B C D E

10cm
地下１階 ○ ○ ○ ○ ○

地下２階 ○ ○ ○ ○ ○

20cm
地下１階 ○ ○ ○ ○ ○

地下２階 ○ ○ ○ ○ ○

30cm
地下１階 ○ ○ ○ ○ ○

地下２階 △ △ △ △ △

7
機器側の評価に必要な情報を、建物側から引き渡す。

【凡例】
○：有意な損傷無し

△：基礎・壁・床に局部損傷があるが、
機器の支持性能の維持が可能と判断できる状態

×：基礎・壁・床の損傷によって
機器の支持性能の維持が困難な状態

※断層変位量は、裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの。
（注）個別サイトの評価では、建屋のエリアを更に細かく区分して評価する。

■Ａ：区分Ⅰ
■Ｂ：区分Ⅰ
■Ｃ：区分Ⅱ
■Ｄ：区分Ⅲ
■Ｅ：原子炉格納容器

断層変位

50cm
地下１階 △ △ △ △ △

地下２階 × × × × ×

Ａ

Ｃ Ｄ

Ｂ

E



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(3)機器・配管系に対する影響評価 ①耐力評価における考慮事項

建物側の評価結果を踏まえて、重要機器は、下記の損傷状態を考
慮して耐力評価を実施する。

①床の傾きによる損傷評価
②床の傾きと変形による損傷評価
③建屋間渡り配管の損傷評価

8

①床の傾きを考慮したポンプの
評価方法

(建屋内は相対変位は生じてい
ないが、建屋全体が傾いたケー
ス)

②床の傾きと変形を考慮したポンプ、
配管の評価方法

（建屋内で相対変位が生じているケー
ス（フロア間を含める））

③建屋間相対変位を考慮した渡り配管の評価方法
(一方の建屋が傾き、建屋間で相対変位が生じているケース)



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(3)機器・配管系に対する影響評価 ②評価例

リスク評価のインプットとなる機器・配管系の評価結果の整理

断層変位※

（縦ずれ）

原子炉建屋
躯体の損傷エリアに

設置（隣接含む）の機器
躯体の健全エリアに

設置の機器

10cm － －

RCIC（区分Ⅰ）
HPCS（区分Ⅲ）
LPCS（区分Ⅰ）

RHR-A（区分Ⅰ）
RHR-B,C（区分Ⅱ）

○

20cm － －

RCIC（区分Ⅰ）
HPCS（区分Ⅲ）
LPCS（区分Ⅰ）

RHR-A（区分Ⅰ）
RHR-B,C（区分Ⅱ）

○

9

※断層変位量は、裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの。

,

30cm

RCIC（区分Ⅰ）
HPCS（区分Ⅲ）
LPCS（区分Ⅰ）

RHR-A（区分Ⅰ）
RHR-B,C（区分Ⅱ）

○ － －

50cm

RCIC（区分Ⅰ）
HPCS（区分Ⅲ）
RHR-A（区分Ⅰ）

△＊１ － －

LPCS（区分Ⅰ）
RHR-B,C（区分Ⅱ）

× － －

○健全 ×機能喪失 △機能喪失の可能性有り
*1：エリア内全体に損傷が至らない場合、一部の機器・配管系の機能は維持されるものと整理した。

個別サイトの評価では、エリアを細かく区分して評価する。

RCIC：原子炉隔離時冷却系
HPCS：高圧炉心スプレイ系
LPCS：低圧炉心スプレイ系
RHR ：残留熱除去系



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(4)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価①

①断層変位による影響を考慮した
事故シーケンスの評価（イベントツリー）の例（1/2）

・地震動により、耐震クラスの低い設備は大きな影響を受け、外部電源喪失や給水
配管の損傷に伴う給水喪失が発生すると想定。

・原子炉建屋に配備されている高圧炉心冷却（RCIC又はHPCS）や減圧後の低圧炉
心冷却により炉心は冷却されるとともに、最終的にはRHRにより崩壊熱除去が行
われ、安定な状態に至る。
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・断層変位の発生箇所や変位量によっては、原子炉建屋内のECCSポンプ等が機
能喪失する可能性が想定されるが、可搬型ポンプによる原子炉注水やPCVベント
（耐圧強化ベント又はフィルターベント）による原子炉格納容器の熱除去により、原
子炉を安定な状態にできる。



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(4)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価①

①断層変位による影響を考慮した
事故シーケンスの評価（イベントツリー）の例（2/2）

ＲＣＩＣ ＨＰＣＳ ＬＰＣＳ ＲＨＲ－Ａ ＲＨＲ－Ｂ ＲＨＲ－Ｃ ＲＨＲ－Ｂ ＲＨＲ－Ｃ

5 OK

給水喪失
高圧炉心冷却

原子炉減圧
低圧炉心冷却 可搬型

ポンプ

崩壊熱除去 ＰＣＶ
ベント

1 OK

2 OK

3 OK

4 CD

6 OK

7 OK

8 CD

9 OK

10 OK

11 OK

12 CD

反応度停止

11
断層評価用イベントツリーの例

31 ATWSイベントツリーへ

17 OK

15 OK

16 CD

30 CD

24 CD

25 OK

26 OK

27 OK

28 CD

29 CD

18 OK

19 OK

20 CD

21 OK

22 OK

23 OK

13 OK

14 OK

RCIC：原子炉隔離時冷却系
HPCS：高圧炉心スプレイ系
LPCS：低圧炉心スプレイ系
RHR：残留熱除去系
PCV：原子炉格納容器
OK：炉心健全
CD：炉心損傷
ATWS：原子炉停止機能喪失事象



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(4)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価②

②炉心損傷シーケンスの試算による裕度評価のイメージ

・既存のPRAモデルを利用して、断層変位の影響を考慮できる
事故シーケンス評価モデル（前述のイベントツリー）を構築

・機器の損傷状態をインプットとして事故シーケンス評価モデ
ルに基づくシステム評価を実施

ある断層変位量を想定したときの炉心損傷シ ケンスの有無
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・ある断層変位量を想定したときの炉心損傷シーケンスの有無
により、断層変位に対する裕度を評価（必要に応じて格納容
器機能喪失シーケンスの有無）

・炉心損傷に支配的な（裕度が小さい）事故シーケンスを分析
し、重要な安全機能（「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」）の喪
失、機器の損傷等を抽出する等により、断層変位に対するプ
ラントのリスクを評価



３．裕度評価の適用例～原子炉建屋～

(4)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価③、④

③裕度評価結果の整理例

機器・配管系の耐力評価と事故シーケンス評価結果を下表のように
整理し、プラントのリスク（断層変位に対する裕度）を評価する。

断層変位量※(縦ずれ)

10cm 20cm 30cm 50cm

代替手段なし

躯体
損傷無

炉心
損傷無

躯体
損傷有

炉心
損傷無

躯体
損傷有

炉心
損傷無

躯体
損傷有

炉心損傷
の可能性

有機器
損傷無

機器
損傷無

機器
損傷無

一部
機器

損傷有

代替手段あり 同上 同上 同上 同上
炉心
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④裕度評価結果の分析・考察例

・代替手段（可搬ポンプ）なしの場合でも、設備の分散配置の効果によ
り、炉心損傷の観点からの裕度を有している。

・代替手段となりうる可搬ポンプはリスク低減に有効と考えられる。
・リスク評価結果を踏まえて、追加の対応策を講じる意思決定ができる。

※断層変位量は、裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの。
（注）上記は整理のイメージを示すもので、前ページまでの簡略評価イメージと対応しているものではない。

代替手段あり 同上 同上 同上 同上
損傷無

追加の対応策(可
搬型設備の更なる

多様化等)
同上 同上 同上 同上



土木構造物の影響評価例※1

入力条件 応答評価 耐力評価

・断層位置
・断層形状
・断層変位量

３次元非線形
FEM解析

許容限界

機器・配管系の

・局所的な損傷状態
・全体系の崩壊の有無
・変位、変形、傾斜

４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(1)土木構造物に対する影響評価 ①評価手順

T/B R/B取水口

海水ポンプ室
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機器 配管系の
影響評価

地盤せん断ひずみ分布

※１樋⼝俊⼀ 渡辺伸和 ⽶澤健次 ⽳吹拓也 江尻譲嗣（2015）：
三次元FEM解析による断層上の地中鉄筋コンクリート構造物の損傷評
価，断層変位評価 関        講演論⽂集

３次元FEMモデルの概要

断層変位

すべり



４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(1)土木構造物に対する影響評価 ②解析例

解析結果 （変形・ひびわれ・ひずみ）※１：出力例 縦ずれ 断層変位30cm

変形・ひびわれ状況 コンクリート最大主ひずみコンター

斜め上方から
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【解析結果の出力データ】
・発生応力 ・変位，変形，傾斜
・発生ひずみ 等

土木構造物の損傷評価 機器側評価へ

下方から
※１樋⼝俊⼀ 渡辺伸和 ⽶澤健次 ⽳吹拓也 江尻譲嗣（2015）：

三次元FEM解析による断層上の地中鉄筋コンクリート構造物の損傷評
価，断層変位評価 関        講演論⽂集



４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(1)土木構造物に対する影響評価 ③評価例

※断層変位量は 裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの

海水取水路にかかる断層変位（縦ずれ）を想定

海水取水路が断層変位により影響が与えられた場合、冷却水からの熱除去ができなくなるため、
原子炉に影響を及ぼす事故シナリオが想定される。

断層変位※（縦ずれ）

10cm 20cm 30cm 50cm

評価結果 ○ △ △ ×
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※断層変位量は、裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの。

海水取水路の断面図

【凡例】
○：有意な損傷無し

△：底版・壁・頂版に局部損傷があるが、
機能維持（取水）が可能と判断できる状態

×：底版・壁・頂版の損傷によって
機能維持（取水）が困難な状態

機器側の評価に必要な情報を、土木構造物側から引き渡す。



４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(2)機器・配管系に対する影響評価 評価例

リスク評価のインプットとなる機器・配管系の評価結果の整理

断層変位

10cm 20cm 30cm 50cm

断層変位による直接の影響は「海水取水路」のみであるため、原子炉建屋内
の非常用炉心冷却系、非常用ディーゼル発電機、燃料プール冷却浄化系およ
び熱交換器建屋内の原子炉補機冷却水系/原子炉補機冷却海水系等の機
器・配管系には損傷等の影響はない。
一方、海水取水路の損傷に伴い、各機器への冷却水供給能力が低下（又は

喪失）するため、上記設備は冷却不足により、機能が劣化（又は喪失）する。
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※断層変位量は、裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの。

凡例 ○：機能維持
△：機能の劣化
×：機能喪失

10cm 20cm 30cm 50cm

原子炉補機冷却水系/
原子炉補機冷却海水系

○ △ △ ×

非常用炉心冷却系 ○ △ △ ×

非常用ディーゼル発電機 ○ △ △ ×

燃料プール冷却浄化系 ○ △ △ ×



４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(3)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価

①断層変位による影響を考慮した事故シーケンスの評価の例（1/2）

海水取水路への断層変位による影響の大きさにより以下の場合が想定される。

取水機能の劣化（原子炉補機冷却水系/原子炉補機冷却海水系の機能の１
区分喪失）の場合、原子炉を手動停止し、健全な系統（１区分）により原子炉
を安定的に冷却することができる。

取水機能の喪失の場合、最終ヒートシンク喪失(LUHS)に至り、非常用炉心冷
却系、ディーゼル発電機や燃料プール冷却浄化系等の安全上重要な機器の機
能喪失が発生するが、機器の運転に冷却水が不要な原子炉隔離時冷却系

18

（RCIC）や原子炉減圧後、可搬型ポンプによる原子炉注水により炉心は冷却
できる。

LUHS時、格納容器からの熱除去については、代替補機冷却（ハイドロサブ、可
搬型熱交換器車）を用いたRHR又はPCVベント（耐圧強化ベント又はフィルター
ベント）による原子炉格納容器の熱除去により、原子炉を安定な状態にできる。

LUHS時、外電喪失が発生した場合、SBOとなるが、代替補機冷却（ハイドロサ
ブ、可搬型熱交換器車）を用いてディーゼル発電機を再起動させることにより
交流電源を回復させることができる。



４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(3)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価

①断層変位による影響を考慮した事故シーケンスの評価の例（2/2）

高圧炉心冷却 崩壊熱除去

ＲＣＩＣ ＲＨＲ

取水機能
部分喪失

取水機能
全喪失

（ＬＵＨＳ）

5 OK

1 OK

2 OK

3 CD

4 OK

5 CD

6 OK

原子炉減圧
可搬型
ポンプ

代替補機
冷却

ＰＣＶ
ベント
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11 手動停止イベントツリーへ

6 CD

7 OK

8 CD

9 CD

10 CD

RCIC：原子炉隔離時冷却系
HPCS：高圧炉心スプレイ系
LPCS：低圧炉心スプレイ系
RHR：残留熱除去系
PCV：原子炉格納容器
OK：炉心健全
CD：炉心損傷



４．裕度評価の適用例～非常用海水取水路～

(6)機器・配管系の評価結果を受けたリスク評価のイメージ

②裕度評価結果の整理イメージ

機器・配管系の耐力評価と事故シーケンス評価結果を下表のように
整理し、プラントのリスク（断層変位に対する裕度）を評価する。

断層変位量※(縦ずれ)

10cm 20cm 30cm 50cm

代替手段なし

躯体
損傷無

炉心
損傷無

躯体
損傷有

炉心
損傷無

躯体
損傷有

炉心
損傷無

躯体
損傷有

炉心損傷の
可能性有

取水機能
維持

取水機能
劣化)

取水機能
劣化

取水機能
喪失

炉心
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③裕度評価結果の分析・考察のイメージ
・代替手段となりうる可搬ポンプはリスク低減に有効と考えられる。
・リスク評価結果を踏まえて、追加の対応策を講じる意思決定ができる。

※断層変位量は、裕度評価のイメージを表現するために任意に設定したもの。
（注）上記は整理のイメージを示すもので、前ページまでの簡略評価イメージと対応しているものではない。

代替手段あり 同上 同上 同上 同上
炉心

損傷無

追加の対応策(可搬型
設備の更なる多様化等)

同上 同上 同上 同上



５．まとめ

◆断層変位が原子力施設に与える影響を評価するための工学的な
リスク評価手法のうち、裕度評価手法の適用例を提示した。その
適用により、原子力安全のための評価をすることができる。

◆裕度評価のような工学的なリスク評価手法の適用により、安全
機能の確認とともに、評価結果を活用した代替設備の有効性の
検証やリスク低減のための更なる対応策ための意思決定をするこ
とができる。
また 大規模損壊に対して用意される対応策も有効に活用できる
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また、大規模損壊に対して用意される対応策も有効に活用できる。

◆断層変位に限らず、裕度評価等によって得られたリスク評価の結
果を、現場でのアクシデントマネジメントの改善や教育訓練、様々
な事象の想定・机上訓練に反映し、弛まぬ安全性向上に繋げて
いくことが必要である。
そして、それを促すための取組みが、引き続き求められている。


